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韓国の生活ごみ処理システムの持続可能性に関する研究（千・周）

1．はじめに

韓国は、1960 年代半ばより高い経済成長を続け、そ
れに伴う生活水準の向上による生活ごみの増加を解決

する様々な政策に取り組み、経済協力開発機構（OECD）
の多くの国々の中でもごみ減量化で大きな成果を収め
ている国となった。

世界で初めて導入・実施された全国一律のごみ従量制
（1995 年）と生ごみの再資源化など（国レベル：韓国全
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地域の再資源化）のリサイクル中心の廃棄物減量化が韓
国の主な廃棄物に関する政策として取り上げることが
できる。更に、今、都市部における新たな廃棄物を処理
する施設として、世界初の『地下廃棄物複合処理施設』
である河南市の「環境基礎施設」1（韓国最大・世界初）
が注目されている（ここでは「河南モデル」と称す）。
現在、このごみ処理施設の地下では、焼却処理施設、生
ごみ再資源化施設、リサイクル用品選別施設、生活廃棄
物圧縮処理、下水度処理施設及び汚泥乾燥施設の 6 種類
の設備によって運営されている。一方、その地上では公
園、見学タワーや多目的体育館など複合施設として近隣
住民に利用されている。

本研究は、現在、循環型社会を目指している韓国のご
み処理システムの中で、こうした新しいタイプの地下廃
棄物複合処理施設が稼働されてからまだ総合的に分析
されていないことに着目し、研究方法として河南市を事
例とし、韓国の生活ごみ処理の現状と課題をまとめたう
え、同施設の導入前・後の「清掃予算の財政自立度」と

「住民負担率」を比較し分析する。また関連する行政資
料の収集及びインタビュー調査や現地視察 2 に基づい
て、経済性、環境性と社会性の視点から「河南モデル」
の持続可能性について分析し、韓国の生活ごみ処理にお
ける「河南モデル」の位置づけを明らかにする。そのう
え、今後、新たな韓国の都市部の生活ごみ処理施設の在

り方と他地域への普及の可能性について探ることを研
究目的とする。

2．韓国の生活ごみ処理の現状と課題

2.1. 韓国の生活ごみ排出の現状
韓国における生活ごみ処理に対するアプローチとし

て大きな特徴の一つは、都市部と農村部、人口密度の地
域差とは関係なく、国全体に導入され、リサイクル中心
の循環型社会を目指した政策に取り組んでいることで
ある。とりわけ、全国で排出された殆どの生ごみは、堆
肥化、飼料化（家畜の餌）、バイオガスとして再資源化
されており、こうした国レベルでの生活ごみ再資源化政
策は、韓国型生活ごみ処理モデルとも言えよう。図 1 に
示すように 2018 年の韓国の都市廃棄物（自治体で回収
される家庭ごみ、粗大ごみ）の一人当たり排出量は、約
385kg（日本は 336kg）であり、OECD（経済協力開発
機構）に参加している 36 か国の都市廃棄物の一人当た
り排出量平均値 525kg（2018 年）を下回っている。そ
の要因として、ごみ分別義務化（1991 年）と 1995 年か
ら世界初として全国一律で実施されたごみ従量制の有
料指定袋の導入（袋の価格にごみ処理費用の一部を上乗
せし、価格は各自治体が策定）を実施したことであると
考えられる。

図 1　OECD都市廃棄物の一人当たり排出量（2018）
出典：OECD の都市廃棄物のデータより作成
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韓国のごみ総排出量は、図 2 に示すように人口増加と
生活水準の向上による増加傾向にあると考えられるが、
生活ごみの排出量は、ごみ従量制が実施された 1995 年
以降、20 年以上増加せず、1 日当たり 5 万トン弱で横ば
いが続いている。また、1990 年の廃棄物のリサイクル
率（再資源化率）は 4.6％に過ぎなかったが、2017 年の
廃棄物のリサイクル率は 86.4％まで大きく上がった。一
方、埋立率は、93％から 7.8％まで大きく下がった。焼
却率は、1.8％から 5.8％まで上がったものの、今の韓国
の廃棄物処理は、依然としてリサイクル中心の廃棄物減
量化などが主な廃棄物に関する政策であると考えられ
る（表 1 参照）。

2.1.1. 韓国の生活ごみ従量制度
韓国において、いち早く全国的に生活ごみ従量制が導

入された背景として、①急激な都市化と産業化によって
都市部に人口が集中し、生活ごみが大幅に増加したこ
と、②ごみ焼却施設やソウルの埋立地確保が困難になっ
たこと（ニンビー［Not In My Back Yard : NIMBY］3

問題、民主化による強い市民団体の登場による反対運
動）と、③国民の所得水準の向上による消費意識の転換
と共に製品消費を望む消費形態の変化、そして、④リサ
イクル可能な物が廃棄物として排出されるようになっ
たことなどがあげられる 4。

ごみ従量制は、ごみの発生量によるごみ処理費用を汚
染者負担の原則に適用した環境分野の代表的な経済的
誘引制度である。最終消費段階の排出に処理の責任を負
担させる制度であり、最終消費者に対して商品の選択か
ら廃棄までの全過程における廃棄物を減らす生活習慣
を育てるようにする目的もある 5。韓国では、1980 年代
からごみ従量制度の理論と必要性についての議論が始
まり、1991 年に改正された「廃棄物管理法」第 13 条第
4 項に基づき、1995 年の改正を通じて従量制を明文化し、
ごみ従量制を実施した（図 3 参照）。1997 年にレジ袋の
有料化制度を導入し、2003 年にはレジ袋の有料化だけ
でなく、レジ袋の無料提供も禁止した。その後、リサイ
クル指定ごみ袋の導入（2010 年）、生ごみ従量制（生ご
み専用のレジ袋）の試行（2013 年）、2019 年 4 月からは、
165㎡以上のスーパーでのレジ袋も使用禁止となり、韓

図 2　韓国の 1日当たりのごみ総排出量と生活ごみ排出量の推移（1996 ～ 2017）
出典：韓国環境部（日本の環境省に相当）「韓国全国廃棄物発生及び処理現況」（各年度版）より著者作成

出典：「韓国廃棄物協会」より著者作成

表 1　廃棄物の発生量及び処理率の推移
（韓国 1990 ～ 2017）
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国のごみ従量制度は、ごみ排出量の減量化と共に、廃プ
ラスチック類の環境対策として位置づけられている（表
2 参照）。

現在、韓国のごみ従量制は、さらに進化し、従来の生
ごみ指定袋（黄色・専用）と納付チップ（ステッカー）
方式 6 と共に、生ごみ無線認識計量機器（RFID：韓国
環境公団のデータ・中央管理システム、ネットで生ごみ
排出量が照会できる仕組み）7 が、すでに 350 ～ 400 万
世帯（2018 年 8 月まで）に設置されて利用されている。
ソウル特別市（以下、ソウル市）によると同市の全地域
で、2017 年 1 月から 6 月までの生ごみ排出量が昨年同
期比約 10%（5 万 6,561 トン）減少し、約 100 億ウォン（約
9.5 億円程度）8 削減効果（1 トン当たりの生ごみ処理費
用を 18 万ウォンで計算）を得たと推定している。根拠

として、ソウル市西大門区の D マンション（895 世帯）
に生ごみ無線認識計量機器の導入の前・後を比較した結
果、従量制手数料が 2 倍に引き上げられた（kg 当たり
50 → 100 ウォン）にもかかわらず、生ごみの総処理費
用には大きな変化がなかったことを取り上げている 9。

この生ごみ無線認識計量機器は、2022 年までに、全
国のマンション 942 万世帯（対象：300 世帯以上の共同
住宅やエレベーターが設置された 150 世帯以上の共同住
宅）に設置が義務付けられている。政府の計画として、
2027 年までに一戸建て住宅や小型飲食店でも無線認識
計量機器の設置義務化を拡大する方針である。

2.2. 韓国と日本の生活ごみ処理政策の比較 
韓国と日本は、経済が飛躍的に成長を遂げた時期が異

なっている。同じく、廃棄物法制度の歴史からみても、
日本では、廃棄物に関連した初の法律である「清掃法」
が 1954 年に制定された。その後、1970 年に「廃棄物処
理法」が制定されたが、韓国では、1967 年（日本の「清
掃法」が制定された 13 年の後）に、「汚物清掃法」、
1986 年に「廃棄物管理法」が制定された。しかし、
1990 年代に入ってからは、ほぼ同じ時期にそれぞれ「資
源の有効利用促進法」（日本、1991）、「資源の節約およ
び再活用促進に関する法律」（韓国、1992 年）が制定さ
れている。つまり、韓国の廃棄物処理に関する法制度の
整備は、日本に比べて 10 年以上遅れていたが、循環型

図 3　韓国のごみ従量制度の導入前・後の背景
出典：「ソウル市優秀政策パッケージ」資料を基に作成

出典：環境部とソウル市などの資料を基に著者作成

表 2　韓国のごみ従量制度における主なごみ政策の変遷
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社会を目指したごみ処理に関する政策に関しては、ほぼ
同じ時期にスタートしたと言えよう。

日本では、昭和の初めに生ごみに含まれる有機物を除
去する焼却処理と家庭で行われる排出源分別は、焼却に
適さないものを選り分ける 2 つの技術の導入が始まり、
燃焼効率が高く、高度な排ガス処理設備を備えた焼却施
設へ、それぞれ技術は進歩し、今では家庭から出るごみ
の約 8 割が焼却処理されるようになった 10。

それに対して、その当時、ごみ焼却処理の高い技術を
持っていなかった韓国の場合、1990 年前までは、主な
ごみ処理方法として埋立処理しかできない状況下に
あった。韓国は 1960 年代から高度経済成長期に入り、
急激な都市化と産業化によって都市部に人口が集中し、
大幅に増加した大量のごみは焼却処理をすることなく、
そのまま埋立処分されていた。その埋立処分場も一杯と
なり、韓国政府は解決方法として新たな埋立地確保と焼
却処理施設の新設を推進していたが、1987 年 6 月、民
主抗争（韓国の民主化運動）の成功によって市民運動が
活発になり、ごみ焼却施設の予定地の周辺住民らと環境
保護市民団体の運動で、ごみ焼却処理施設（悪臭、粉塵、
ダイオキシン類などの大気汚染問題、地価の低下など）
と最終処分場の確保とニンビー問題が原因で両方とも
建設できなくなった。その結果、その代替案のごみ処理
方法の対策として、市民と市民団体の協力の下で、政府

レベルのリサイクル中心の循環型社会を目指すことに
なったのである。

現在、韓国と日本の生活ごみ処理の主な政策として
は、自治体がごみ処理に関する責任者であることは同じ
であるが、生ごみの処理方法やごみ処理地域の範囲など
では、大きく異なる政策を行っている（表 3 参照）。例
えば、日本では、生活ごみ処理地域の範囲が各自治体で
あることに対して、韓国（人口約 5,100 万人）の場合、
生活ごみ処理に関しては、中央政府が政策を立案し、全
国的に統一したルールの下で実行され、自治体間で協力
し広域連携に取り組んでいる。そのごみ処理の広域連携
の一つの事例として、ソウル市と京畿道との協力体制で
あり、その内容は、京畿道・光明市焼却場がソウル市・
九老区のごみを処理する代わりに、光明市はソウル市西

図 4　日本のごみ総排出量と生活ごみ排出量の推移（1994 年～ 2018 年）
出典：e-Stat「一般廃棄物処理実態調査」（各年度版）より著者作成

表 3　生活ごみ処理における日韓比較

出典：著者作成
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南下水処理場を利用することにし、自治体としてごみと
下水を交換処理していることである。韓国で、こうした
自治体間の広域的な取り組みが可能な理由として、生活
ごみに関する政策が中央政府を中心とした国レベル（全
国レベル）にあると考えられる。

韓国は、今まで人口増加と経済成長（新型コロナウィ
ルス感染症感染者が発生する前まで約 2 ～ 3％の経済成
長率を維持していた）により、ごみ総排出量は増加傾向
にあるものの、生活ごみ量は、20 年以上増加せず、横
ばいである。一方、日本のごみ総排出量と生活ごみ量は、
それぞれ 2000 年、2001 年をビークに両方とも減少に転
じている。主な要因として人口減少と高齢化社会の到
来、経済成長の停滞などが挙げられる（図 4 参照）。

2.3. 韓国型生活処理システム
韓国の生活ごみ処理システムの特徴は、まず、ごみ処

理の管理・運営主体が自治体（行政）であり、ごみの収
集・運搬・ごみ処理施設の運営は、自治体の直営企業（下
請け）と民間のごみ処理業者に委託して処理している。
ソウル市の場合、埋立地までの運搬はソウル市が担当
し、管理・運営しているが、京畿道に位置している「首
都圏埋立地」は、中央政府（環境部の首都圏埋立地管理
公社）が管理・運営している。自治体共同運営としては、
首都圏（ソウル市＋仁川広域市＋京畿道）の 3 つの広域
自治団体が協力しており、ソウル市（持分 71.3％）と環
境部（持分 28.7％）が共同で出資している。二つ目は、

図 5 に示すように、現在、排出される殆どの生ごみは、
346 か所（全国の生ごみ廃棄物処理施設、2019 年 4 月基
準）で、堆肥と家畜の餌（飼料）、バイオガスとして再
資源化（生ごみの分別排出）されている。韓国の生ごみ
処理量は、一日平均 12,800 トン（最大 23,100 トン）で
ある。三つ目は、ごみ処理を体系化した資源回収施設（ご
み処理複合施設）を運営していることである。ソウル市
は、4 つ（蘆原資源回収施設、麻浦資源回収施設、陽川
資源回収施設、江南資源回収施設）の資源回収施設を設
置し、稼動している。施設の建設費は中央政府とソウル
市（3.931 億ウォン）が支払い、運営はソウル市が行っ
ている。麻浦資源回収施設場合、ごみ搬入　➡　ごみ焼
却　➡　廃熱ボイラー　➡　熱供給をしており、近隣地
域の世帯にエネルギーを供給している。この施設は、ご
みの資源化・焼却による埋立量の削減（埋立地の使用年
数の延長）と、廃棄物処理施設への認識改善、見学先と
しての環境教育、複合施設としての生態公園（池）、ゴ
ルフ場、キャンプ場、図書館などを利用することができ
る。

2.4. 韓国の生活ごみ処理政策の課題
1992 年「資源の節約および再活用促進に関する法律」

の制定以来、韓国型生活ごみ処理システム（ごみの再資
源化）が安定化するまでの過程を分析してみると、「初
期」（1995 年～）には、資源化量の急速な増加　➡　リ
サイクル用品の需要が高くない　➡　取引価格の暴落　

図 5　韓国型生ごみ処理システムモデル
出典：著者作成
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➡　民間レベルでの取引も減少　➡　自治体の集荷場
に戻る　➡　新たな処理方法など様々な問題が生じて
いる。「安定期」（2000 年～）に入ると、拡大生産者責
任制度（Expanded Producer Responsibility：EPR 2003
年）11 が導入され、自治体が生ごみ処理施設を建設する
際には政府から補助金が支援されるようになり、民間の
生ごみ処理業者にも融資金が支援されている。2005 年
に生ごみの直接埋立も禁止された。「成熟期」（～現在）
には、資源循環基本法（2018 年施行）が制定され、①
リサイクル率の最大化、②直接埋立のゼロ化、③廃棄物
処分負担金制度などが導入されている。

ソウル市では、家庭ごみから排出される生ごみの新た
な対策として、ソウル市の「次世代下水道整備の標準モ
デルの基本計画」により、モデル事業を経て、25 自治
区全体の下水道システムを改善する計画（ディスポー
ザー普及の拡大・年間 3,000 億ウォンを投入）と 2023
年からはソウルで生ごみの専用袋が消え、生ごみをシン
ク排水口に捨てることができるようにする計画が予定
されている。

以上のように、韓国では、ごみの減量化と生ごみの再
資源化に大きな成果を出しているが、生活ごみ処理政策
の課題もある。まず、一つ目は、生ごみによって再資源
化された堆肥と家畜の飼料は、付加価値があまり高くな
く、使い道も多くないため、残ると再処理が困難であり、
生ごみの再資源化の過剰生産は、処理業者間の価格競争
を引き起こす。全国で排出された殆どの生ごみを再資源
化しているため、生産量が多く、都市部では、堆肥と飼
料の用途が少なく、使い道に苦労しており、堆肥の場合
は、無料で提供している自治体が多い。そのうえ、価格
競争から処理費用の低下による堆肥と飼料の品質の低
下なども課題としてあげられる。二つ目は、ごみの焼却
率の低さによって最終処分場の残余年数が短く、処分場
不足が問題となっている。とりわけ、国土が狭く、人口
密度が高い韓国としては深刻な状況である。三つ目は、
ごみ従量制（住民の廃棄物排出の有料化）によるごみ減
量化は成功しているが、行政のごみ処理費用の財政自立
度はまだ低い。ごみ従量制の有料指定袋の価格は、自治
体によって異なるが、有料指定袋の価格構成要素とし
て、大きく収集運搬費、搬入処理費、袋の製作費、販売
所の利潤に分けられるが、物価と人件費、古くなった設
備などの運営費用の上昇による生ごみ処理費用は増加
傾向 12 にある。従量制袋の販売収入を住民が排出した

生活ごみの収集運搬処理に要した費用に分けて算出し
ているが、各自治体の清掃予算の住民負担率は、全国平
均 32.3%（2018 年）で、4 割以下である。ソウル市が
62.8％でもっとも高く、最も低い地域は全羅南道 12.6％
である 13。最後に、2018 年 1 月、中国の産業資源廃棄
物の輸入中止以後、プラスチック類ごみの輸出が難しく
なり、行き場を失った廃プラスチックが急速に増加し、
適切な処理をしていない廃プラスチックが社会問題と
なっている。今後、こうした輸出に頼っていた廃プラス
チックの処理方法についても政策の転換が必要とされ
る。

3．河南市の生活ごみ処理システム　
－「河南モデル」

3.1. 河南市の特徴
河南市 14 は、ソウル市（市庁）から東へ約 20km に

位置し、韓国の京畿道に所属する首都圏である。面積は
93.05 平方キロメートル、人口は住民登録基準（2020 年
6 月末）で 28 万 3,256 人、12 万 2,338 世帯（14 の行政洞、
24 の法定洞）で構成されている。「河南地下廃棄物複合
処理施設」の近くにはソウルオリンピックのカヌー・
ボート競技場（「渼沙里漕艇競技場」）がある。漢江（ハ
ンガン）の南に位置するという地理的な特徴がそのまま
市の名前になったと言われている。「河南地下廃棄物複
合処理施設」と周辺地域は、かつてグリーンベルト（開
発制限地区）で制限されていた地域であり、緑地も多
い。現在、宅地開発地区として流入人口が増加 15 して
おり、この地域はソウルのベッドタウンとして、高層マ
ンションが多くなり、土地の価格と住民の生活水準は、
ソウル市との差はあまりないと言われている。

本研究において、河南市の生活ごみ処理システム－
「河南モデル」を取り上げた理由として、以下の三つに
まとめることができる。まず、一つ目は、河南市の「地
下廃棄物複合処理施設」は、世界初の地下空間を生かし
たごみ処理施設であり、今後、人口密度の高い都市部に
おける新たなごみ処理施設の建設に影響を及ぼす可能
性が高いと考えられるが、まだ、河南市の同施設を事例
として、持続性の視点から、同施設の「住民負担率」と

「清掃予算の財政自立度」を中心として分析されていな
いこと、二つ目は、ごみ処理施設は、近隣住民に悪臭、
騒音、粉塵など生活上の問題と地価の下落など財産上の
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問題を起こし、人口密度と都市化率が高い韓国では、新
たなごみ処理施設の建設が非常に難しい。そこで地下に
はごみ処理施設、地上には公園を造成して、環境保全、
住民環境改善など一石多鳥型環境施設は画期的であり、
ニンビー問題を解決する方法として注目されている。三
つ目として、この施設は、地下はごみ処理施設、地上は、
公園と共に展望台を中心にした見学と環境教育と学習
体験空間、遊び場、近隣住民の憩い場としての一般的な
公園形態をとっており、従来の韓国の「環境基礎施設」
がさらに進化した廃棄物複合処理施設である。本研究で
は、この「河南モデル」が、今後、都市部の生活ごみ処
理において、持続可能な視点からその経済性、環境性、
社会性の政策的な意味について分析し、明らかにする。

3.2. 「河南モデル」の特徴
河南市の「地下廃棄物複合処理施設」は、環境基礎施

設の現代化及び公園造成事業として、韓国では初めて下
水と廃棄物処理施設を完全に地下化（地上から 25 メー
トル以下）されていて、地上には、スポーツ施設と公園
が造成されている。車線を挟んで向かい側の 150 メート
ルほど離れたところには、マンションが立ち並んでい
る。2011 年 09 月～ 2015 年 6 月までの工事期間、事業
面積 79,057 平方メートル、総事業費は 3,030 億ウォンで、
工事にかかるすべての費用（財源）は『下水及び廃棄物
原因者負担金』16 に基づき、韓国土地住宅公社（LH：
公共機関）が負担した。現在、この施設の委託・管理は

「河南都市公社」が代行している。
1）河南地下処理施設の概要

都市部のごみ処理システムである「河南モデル」の施
設の地下には、焼却処理施設と生ごみ再資源化施設、リ
サイクル用品選別施設、生活廃棄物圧縮処理、下水処理

施設及び汚泥乾燥施設の 6 種類の設備が設置されてい
る。ここでは、焼却処理施設と生ごみ再資源化施設、リ
サイクル用品選別施設、下水度処理施設の主な処理工程
について紹介する。

①　  焼却処理施設：廃棄物を完全燃焼させて環境汚染
物質排出の最小化及び廃棄物を減量化する。焼却
炉から発生した燃焼ガスを燃焼ガス処理に適し
た 200℃以下に冷却させる。燃焼ガス中に含まれ
ているばいじん、二酸化硫黄、窒素酸化物、ダイ
オキシンなどの大気汚染物質を排出規制値以下
に処理する。廃棄物焼却時に発生した燃焼ガスを
処理した後、煙突から排出させる。処理された設
備燃焼ガスは誘引送風機によって吸入され、排出
口から大気中へ排出する。

②　  生ごみ資源化施設：搬入される生ごみ類の廃棄物
を貯蔵槽に貯蔵し、飼料化に適するよう一定の大
きさで破砕し、夾雑物を選別する。破砕された食
べ物を加熱滅菌および乾燥させて飼料化し、乾燥
した飼料を冷却して飼料の移送および保存が容
易になるように処理している。生産された乾燥飼
料の品質向上のため、磁力選別、振動選別により
鉄や金属および夾雑物を選別し、需要先への安定
的な供給に努める。

③　  リサイクル用品選別施設：混合されたリサイクル
品の異物選別及び後段工程の選別率向上のため
の大分類機能を果たす。風力選別機により比重の
大きいガラス瓶類を選別し、比重選別機で軽量物
と重量物に分類し、乾燥時に発生する乾燥排ガス
を凝縮させる。選別コンベアからの廃棄物を選別

（軽量物と重量物に分類）し、ガラス瓶類は手動
で選別を実施して無色瓶、緑色瓶、褐色瓶に細部
分類する。鉄、アルミニウム選別後、重量物はプ
ラスチック選別のためプラスチック自動選別設
備に移送する。近赤外線光学選別によりプラス
チック類をポリエチレンテレフタレート（PET）、
ポリエチレン（PE）、ポリプロピレン（PP）、ポ
リスチレン（PS）に自動選別、可燃物（ビニー
ル類、フィルム類など）を粉砕、除湿、成形して
固形燃料を製造する。

④　  下水処理施設：夾雑物、土砂類などを除去し、流
量と水質の変動を減衰させて均等化する。微生物出典：  河南都市公社の資料より作成

表 4　河南地下ごみ処理施設の主な処理工程 17 の概要
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を利用して生物化学的酸素要求量（以下、
BOD）、全窒素（T-N）、リンを除去する。浮遊物
質（SS）、大腸菌、ウイルスを除去、薬品を注入
して微細浮遊物質とリンをもう一度処理する。

2）河南地上施設の概要
施設の地上にある公園には、河南ユニオンタワーと室

内体育館（バドミントン、卓球など）、管理棟（オフィス、
中央制御室など）、池（生態空間）、子供の水遊び場、芝
生広場、野外ステージなどの文化空間とテニスコート、
ゲートボール場などのスポーツ空間がある。その他に、
メインスタジアム、補助競技場、様々な付帯施設を備え
た多目的総合文化体育施設と葬儀場がある。

3.3. 「河南モデル」の持続可能性に関する評価
3.3.1. 「河南モデル」の経済性

河南市の環境基礎施設は、初期費用が 3,034 億ウォン
（設計費用 55 億ウォン含む）を投入したが、当初、市の
予算が足りず、韓国土地住宅公社（LH）の支援を受け、
本事業を完成することができた。

環境部の「生ごみ廃棄物処理施設現況」（2019 年 4 月
基準）によると、生ごみの資源化施設（乾式飼料化、事
業費：38,594 百万ウォン）、生ごみの堆肥化（約 20 トン）
は民間ごみ処理業者に委託して処理している。乾式飼料
化（60 トン）は、公共ごみ処理業者に委託し、二つの
処理業者 18 によって、一日平均約 80 トンが処理され、

最終的に夾雑物を除去した 12 トンを乾燥させて、飼料
工場と養鶏場に販売し、年間（平均）約 1 億ウォンの収
入を得ている。リサイクル施設（事業費：17,091 百万ウォ
ン）では、1 日平均約 50 トンを自動・手動の方法で処
理している。ここでは異物を取り除き、プラスチック、
ガラス瓶、紙などのリサイクル品を選別し、平均 44 ト
ン程度生産して、ここで選別されたリサイクル品は入札
を通じてリサイクル業者へ販売し、収益を上げている。
そして、焼却処理施設（事業費：31,975 百万ウォン）で
は、一日平均 48 トンを連続式で処理している。焼却方
法はストーカ式焼却炉で、収集されて生活ごみを焼却
し、生産された蒸気で、施設の冷暖房と生ごみ資源化（乾
燥飼料）の熱源（燃料）として使用量は 20,600Gcal で
ある。この焼却場で発生する熱エネルギーは年間
32,900Gcal であり、残る余熱は 12,300Gcal である 19。河
南市は、余った熱エネルギーをナレエネルギーサービス

（株）と販売する契約を締結（販売期間は 20 年）し、
2020 年からは 2.25 億ウォンの販売収益と熱エネルギー
回収による廃棄物処分負担金の減免効果が発生し、年間
3 億ウォンの節減効果が期待される。

下水処理施設（事業費：156,674 百万ウォン）では、
下水処理場で一日平均 32,000 トンを処理し、汚泥乾燥
は一日平均 60 トン、汚水は、一日平均 110,000 トンを
処理している。当初、下水処理施設に関しては、河南市
には独自の自治体処理場がなかったため、これまでソウ
ル 4 大下水処理場の一つだった炭川下水処理場に汚水を

出典：韓国資源循環情報システム「廃棄物従量制の現況」より作成
＊河南市の人口：2014 年 148,896 人、2018 年 254,415 人

表 5　河南市地下廃棄物複合処理施設導入前・後の住民負担率の比較　（単位：百万ウォン）

2014 2,980 409 43 452 165 3,597 3,597 39 4,977 5,016 213 8,826 1,626 18%

2018 4,580 290 200 490 214 5,284 1,436 6,720 1,666 5,412 7,078 467 14,265 3,171 22%
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捨て、河南市の地域住民らは分担金を納めていた。2009
年、一部の地区が公共宅地地区に指定されることにな
り、下水処理施設が新しく建設され、これにより炭川下
水場に納める分担金が減って河南市の住民らは満足し
ているという 20。

ここで、河南市地下廃棄物複合処理施設は、2015 年
6 月に完成して管理・運営されているため、この施設の
経済性の分析方法として 2014 年と 2018 年（最新のデー
タ）のごみの収集・運搬・処理費用、従量制物品の制作
費用、従量制物品販売収入および住民負担率 21（従量制
物品販売収入 / ごみ収集運搬処理費の合計）と清掃予算
の財政自立度（支出に対する収入の割合）を比較した。

1）ごみ処理に関する費用および住民負担率の比較（2014
年と 2018 年）

まず、河南市の人口は、4 年間で 70％以上、ごみ収集・
運搬費用合計（A）（市の直営管理・運営費用（人件費
54％、経費［車両関連＋中間処理］8％、一般管理費
30％））は、87％上がっている。ごみ処理費用合計（B）（直
営＋委託）は 41％、従量制物品（従量制有料指定袋・
納付チップなど）の制作費（C）は 119％、収集運搬処
理費合計（D）（収集費用＋運搬費用＋処理費用＋従量
制物品の制作費）は 62％上昇した。2014 年のごみ収集・
運搬費用とごみ処理費用・従量制物品の制作費用の割合
は、それぞれ 41％・57％・2％で、全体的なごみ処理費
用の中で、中間処理（直営・委託）費用の割合が最も高

い。2018 年は、それぞれ 41％・55％・4％となり、依然
としてごみ処理費用の割合が高いものの、従量制物品の
制作費用の割合が 2％から 4％まで上がっている。従量
制物品販売収入（E）も 2014 年に比べて 95％上がり、
住民負担率（E/D）も 18％から 22％まで上がった。

2014 年のごみ処理に関する費用は、直営処理（ごみ
処理費用）＞人件費（ごみ収集・運搬費用）＞車両関連
＞従量制物品の制作＞一般管理＞中間処理施設＞委託
処理の順であったが、一方、2018 年には、直営処理＞
人件費＞委託処理＞委託管理＞従量制物品の制作費用
＞車両関連＞一般管理＞中間処理施設の順となった。ご
みの委託処理費も大幅に増加しているが、ごみ処理の管
理においても 2017 年からは委託している。一方、直営
管理・運営費用（ごみ収集・運搬費用）の車両関連費用
は下がっている。注目すべきことは、人口を含めたすべ
てのごみ処理に関する項目の中で、車両関連費用のみが
29％下がったことである。つまり、割合は大きくないも
のの、ごみ処理に関する様々な施設を一か所にまとめて
最適化したことで、車両関連費用が下がったと考えられ
る。以上の分析から、この施設は、住民負担率が 18％
から 22％まで上がり、市としては、急速な人口増加の
中でも安定的に対応していると評価できよう。しかしな
がら、河南市の住民負担率は 2018 年の全国平均住民負
担率 32.3％にはまだ達していないものの、こうした地下
廃棄物複合処理施設を建設する前から河南市の住民負
担率が 20％未満で全国平均値を下回っていたため、一

図 6　河南市地下廃棄物複合処理施設導入前・後の主なごみ処理コストの比較
出典：韓国資源循環情報システム「廃棄物従量制の現況」の資料に基づいて著者作成
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定の改善があったと言える。

2）清掃予算の財政自立度の比較（2014 年と 2018 年）
続いて、清掃予算の財政自立度（生活ごみ、生ごみな

どの手数料収入の合計 / 生活ごみ、リサイクル収集選別
費などの支出の合計）の 2014 年と 2018 年を比較してみ
ると、4 年間で、生活ごみ手数料 85％、生ごみ手数料は
180％上昇した。また、リサイクル用品からの収入（生
ごみの再資源化）は、ほとんど無かったが、2018 年に

は大幅に増加し、その上、相当額の過料 22 の収入を得て、
合計で 166％上がったのである。一方、ごみ処理に関連
する支出は、生ごみ処理費（41％減少）を除いて、生活
ごみやリサイクル収集選別費、その他の清掃費などは上
昇し、合計で 135％上がっている。その結果、清掃予算
の財政自立度も 20％から 22％まで上がって改善されて
いる（表 6、図 7 参照）。また、河南市のごみ処理費用
の財政自立度は、図 8 のように、2015 年までは 20％以
下で、低い水準を維持していたが、地下廃棄物複合処理

図 7　清掃予算の財政自立度（収入 /支出）の比較（20014 年と 2018 年）
出典：韓国資源循環情報システム「廃棄物従量制の現況」より著者作成

出典：韓国資源循環情報システム「廃棄物従量制の現況」より作成

表 6　河南市地下廃棄物複合処理施設導入前・後の清掃予算の財政自立度の比較　（単位：百万ウォン）

2014 1,684 1,356 214 86 1 28 8,521 2,247 1,864 118 787 3,505 20%

2018 4,487 2,512 600 489 346 540 20,003 5,975 1,103 467 1,147 11,311 22%
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施設が稼働してからは改善されている。

3.3.2. 「河南モデル」の環境性
今のような地下廃棄物複合処理施設が建設する前の

この地域（渼沙里：以下、ミサ地区）は、ソウル市（市
庁）から東へ約 20km に位置し、首都圏としてソウル接
近性は良い場所であったものの、グリン―ベルト（開発
制限区域）で制限されていた地域が多く、かつては人影
が少ない田舎のような緑地が多い地域であった。そのた
め、国が管理し、周辺に苦情が起る可能性が少なく、ご
み処理施設の建設が難しくなかったと言われている。ま
た、その当時は、環境事業所として、地上に小型（5 トン）
焼却施設と生ごみ再資源化施設、リサイクル選別場が
あって、生活排水はソウル炭川（タンチョン）下水処理
場に、生活ごみは利川（イチョン）広域焼却場に移送し
て委託処理をしていた。

中央政府としては、この地域を郊外の快適性など、緑
地が多く、ソウルの江南地区からも近い場所でもあり、
新都市の中でも最高の立地であると考えて、ソウル市の
江南の代替新都市として住居価格の安定に役に立つ地
域として、2009 年 5 月、国土海洋部は、首都圏グリー
ンベルトを開放し開発する「ポグムジャリ住宅 23 示範
地区 4 ヶ所」に選定した。その後、このミサ地区は、新
都市として造成され、4 万世帯が作られ、約 10 万 4,000
人を受け入れるようになった。こうして宅地開発地区と

して流入人口が急激に増加するようになり、生ごみ資源
化施設の悪臭と焼却施設からの粉塵、古い設備の騒音な
どの問題で、近隣住民らの苦情も多くなったのである。
また、既存の生ごみ資源化施設の老朽化と新都市開発に
よる施設の拡大が必要になったことや環境基礎施設を
移転できない状況下で、地域別に分散されていた廃棄物
処理施設を統合できる解決方法として、世界初の新たな
地下廃棄物複合処理施設を建設するようになったので
ある。

こうして一か所に集約したごみ処理統合施設は、すべ
ての処理過程で発生した水蒸気と熱を周辺地域のエネ
ルギーとしても利用している。そのうえ、焼却と排水、
生ごみ処理施設を連携して熱、水、廃水を工程的に混合
してエネルギーを削減し、余ったエネルギーは地域暖房
としても使われている。また、焼却施設の排熱は、施設
の冷暖房として使われて、余った排熱は近隣のマンショ
ンに熱源として供給されている。下水処理場の再利用水
は、焼却施設の水と地上の公園に造成されている池と木
の冠水として活用し、汚泥乾燥施設では、汚泥を 60％
程度に乾燥させて燃料として火力発電所に販売してい
る。

そして、この新しく、最新の技術を取り入れた地下ご
み処理施設の建設によって、老朽化した生ごみ再資源化
施設の悪臭は大幅に改善されているといわれている。ま
た、ここから排出される空気中の窒素酸化物、二酸化硫

図 8　河南市のごみ処理費用の財政自立度の推移
出典：韓国資源循環情報システム「廃棄物従量制の現況（2010 年～ 2018 年）」より著者作成
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黄、一酸化炭素、PM10、PM2.5 などのデータは、2015
年からリアルタイムで環境部に伝送され、モニタリング
されている。河南市人口（2020年 6月末の住民登録基準）
は、28 万 3256 人であり、6 年間で 90％も上昇している
が、図 8 に示すように、すべての項目で改善されている。

現在、河南市は 1 日に 32,000 トンの下水処理施設を
完全に地下化して運営しており、2020 年 10 月 19 日、
定期的な水質検査で、施設の下水処理場で処理されて最
終放流口における最終放流水水質検査の BOD が基準値

（5ppm 以下）よりかなり低い 0.7ppm で、放流されてい
ると発表した。また、河南市は、2020 年行政安全部主
管の全国公共下水処理施設評価で基礎下水道分野 91 の
地方下水道公企業のうち優秀機関にも選ばれた。このよ
うに、最新の下水処理施設の新設による水質汚染防止が
可能になったことも大きな成果である。

3.3.3. 「河南モデル」の社会性
この地下廃棄物複合処理施設を建設する前の段階で

は、一部の住民が「住民の意見を受け入れる手続き無し
に立地を選定し、工事を強行しようとしている」とし、
共同対策委員会を構成し、焼却施設の大気汚染、住宅価
格の下落などを憂慮して反対する住民もいた。しかし、
2018 年 4 月、この施設は、韓国国内と海外からの見学
累積人数が約 140 万人となり、廃棄物処理施設の先進的
なモデルとして、大きな役割を果たしている。また、廃
棄物処理施設への認識改善、近隣の子供たちだけでな
く、いつでもごみ処理の過程を見学できる環境教育の現

場として利用できる体制を整えている。そのうえ、地上
には、公園が造成され、憩いの場として近隣住民に利用
されている。公共サービスの便益施設として多目的体育
館とテニスコート、フットサルコート、バスケットボー
ル場、フットサルコート、ゲートボール場なども入って
いる。

2018 年 12 月、河南市は、「市民監査官制」条例を制定、
2019年 2月に専門性を備えた市民監査官30人を委嘱し、
4 月に河南文化財団の総合監査をはじめた。2019 年 7 月
の報告会では、市民監査官から「再資源化された飼料の
販売の問題」、「環境基礎施設の専門の広報人材配置」な
どの政策が提案されるなど、地域社会の住民参加型まち
づくりと監視にも力を入れている 24。

3.3.4. 「河南モデル」の持続可能性と普及について
河南市の環境基礎施設は、既存の生ごみ処理施設など

の環境施設が老朽化し、悪臭などによる住民の苦情が絶
えないことから総事業費総 3,030 億ウォンを投入して
作った環境にやさしい施設である。現在、ごみ処理施設
を地下化する事業の課題は、各設備に高度の技術力は、
それほど必要としない 25 が、地価の高い都市部に限定
した空間にごみ処理の各設備施設を集約して建設する
ため、高い初期投資費用 26 の問題とその施設を安全で
かつ効率的に管理・運営することによる技術と人材の育
成、施設の管理・運営の維持費用が高くなる傾向である。
また、3 年前からこの施設の委託運営権を持っていた河
南都市公社は、公募を通じて公共下水処理は GS 建設

（108 億ウォン）、ごみ処理はコーロン環境エネルギー
（株）（174 億ウォン）に委託して運営してきたが、2020
年 12 月からは廃棄物処理は市が直接民間に委託し、公
共下水処理だけを河南都市公社に委託する方式に二元
化体系に変更される。河南市は、当初、11 月末の委託
運営終了に伴い、廃棄物と下水を直接民間に委託する案
を検討していたが、これを修正し、公共下水処理は同公
社に再委託する方針を決めたという。理由として、今後、
同公社が各種開発事業を終了した後、問題なく施設を管
理・運営するためには、同施設管理業務を強化する必要
性があり、公共下水委託を通じてノウハウを育てる時間
を設けるための措置とされている。同市は、近い将来、
ごみ処理に対する民間委託者を探すための公募に着手
することになっているが、これにより、管理・運営の費
用削減を期待している。一方、委託管理業務が終了時点

図 9　河南市・新長洞の主な大気汚染物質の年平均値の
推移（2014 年～ 2020 年）

出典：  「京畿道大気環境情報」の河南市・新長洞の測定資料（2014 年 1
月～ 2020 年 5 月年平均値）より著者作成

* 河南市・新長洞は、2015 年から PM2.5 を測定している。
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に来ていることに関連し、従来の委託業者の労働者は、
公社派遣勤務者などを除いた約 80% 以上が再雇用され
ると伝えられた 27。

現在、韓国の生活ごみの住民負担率は、ごみ従量制の
有料指定袋の販売収入を住民が排出した生活ごみの収
集運搬処理に要した費用に分けて算出するが、2018 年
の全国平均住民負担率は 32.3% であった。また、各自治
体の清掃予算の財政自立度は 2018 年 32.1%（ソウル市
は 52,4％）であり、環境性と社会性の側面からの韓国の
生活ごみ処理システムは、一定の評価はできると言える
ものの、ごみ従量制の有料指定袋の販売収入とリサイク
ル用品販売収入の市費だけでは、現実的にごみ処理施設
の管理・運営ができない状況である。河南市の環境基礎
施設は、国庫補助金を含めた中央政府と京機道からの支
援はなく、すべて河南市費の予算（2020 年の予算は 82
億ウォン）で管理・運営されているが、他の自治体と同
じように、従量制有料指定袋販売収入とリサイクル用品
販売収入などで得られた収入では採算が取れていない。
ここで、河南市は、①リサイクル品は入札を通じてリサ
イクル業者へ販売（2020 年 8 月時点、約 5 億ウォンの
収入）し、②生ごみ再資源化による飼料の販売、③収集
された生活ごみを焼却し、生産された蒸気で、施設の冷
暖房と生ごみ資源化（乾燥飼料）の熱源（燃料）として
使用し、余った熱エネルギーを販売、④下水処理施設の
新設による負担金の削減、⑤ごみ処理施設を地下化し、
その地上を公園造成し、公園を中心に遊び場、体育施設
など近隣住民たちのための空間を提供し、環境にやさし
い地域として地価を上げる効果など、様々な工夫をして
いる。このように、河南モデルは、持続可能性に関する
評価として、高い都市化率と高い人口密度、生ごみ処理
施設などの老朽化した環境施設を新たに建設する際の
一つの案として適用可能なモデルであり、今後、国内の
他の都市部にも普及することが可能であると考える。

3.3.5. 韓国の生活ごみ処理における「河南モデル」の位
置づけ

韓国では、ごみの減量化と生ごみの再資源化に大きな
成果を出しているものの、前述の通り、生活ごみ処理政
策の課題として、1）生ごみによって再資源化された堆
肥と家畜の飼料の用途が都市部にはあまり多くないこ
と、2）ごみの焼却率の低さによって再資源化できない
ごみを処分する最終処分場不足の問題、3）全国レベル

のごみ従量制によるごみ減量化は成功しているが、行政
のごみ処理費用の住民負担率が低いこと、4）2018 年 1
月、中国の廃棄物の輸入中断によってプラスチック類ご
みの輸出が難しくなったことや新型コロナウイルスの
感染拡大によって大幅に増加している廃プラスチック
類の適切な処理が難しくなったことなどを取り上げる
ことができる。

河南市地下廃棄物複合処理施設は、上記の課題として
取り上げた 1）と 2）に関しては、ごみ処理における都
市部の代表的な課題でもあり、「河南モデル」の課題で
もある。したがって、韓国都市部におけるごみ処理シス
テムの課題としての対応策が必要とされる。3）の河南
市の財政自立度と住民負担率はそれぞれ 20％（2014 年）
～ 22％（2018 年）と 18％（2014 年）～ 22％（2028 年）
と上昇し、改善されているものの、まだ 3 割以下である。
最後に 4）の廃プラスチック類に関しては、近赤外線光
学選別によりプラスチック類を PET、PE、PP、PS に
自動選別をして、リサイクル用品として販売をし、一定
の収益を得ているが、環境部の発表によると、新型コロ
ナウイルスの感染拡大によって在宅勤務が多くなり、使
い捨て容器（配達用）とポリプロピレンやポリエチレン
といった石油原料である不織布マスクが大幅に増加し、
2020 年上半期の廃プラスチック類が 848 トン（前年同
期比 15.6％上昇）増加したという。現在、韓国では、
EU の循環経済 28（Circular Economy、サーキュラーエ
コノミー）に当たる「再活用の廃棄管理総合対策（2018
年、2030 年までにプラスチックの廃棄量 50％削減・リ
サイクル率 70％まで上げること）」があるが、河南市を
含む韓国の中央政府が進めている廃プラスチック類の
対応策が求められる。

本研究で、韓国の生活ごみ処理における「河南モデル」
の位置づけは、今後、この河南市地下廃棄物複合処理施
設に期待できる役割として、①都市部におけるごみ処理
施設のニンビー問題への解決、②ごみ焼却と下水処理に
よる再生エネルギー化、③生ごみと廃プラスチック類な
どの再資源化、④こうした設備を地下の一か所に最適化
させ、効率化を図ったことである。また、⑤ごみ処理施
設を地上だけでなく、地下に設置することによって地価
の高い都市部でも安定的に管理・運営できるということ
であろう。
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4．終わりに　

1991 年「ごみ分別義務化」と 1995 年世界初、全国レ
ベルでの「ごみ従量制」は、韓国の生活ごみ処理におい
て、ごみに関する政策を大きく転換させる制度で、韓国
国民の生活習慣 29 を大きく変えることであった。ごみ
焼却施設の建設ができない状況で、新たな埋立地も確保
できず、急激に増加する大量のごみを処理できない状況
の下で始まった政策であったが、実施してから生活ごみ
の排出量は、高い経済成長と人口が増加し、国民の生活
が豊かになっても、増加しておらず、今でも生活ごみの
排出量は 1995 年水準を維持している。とりわけ、政府
レベルで、韓国国内で排出された殆どの生ごみの再資源
化政策は、韓国型循環社会とも言える。

その中で、韓国発の世界初の河南市の地下複合処理施
設は、地域住民があまり抵抗せず、受け入れられる新た
なごみ処理施設として注目されている。現在、韓国だけ
でなく、どの国でも都市部に新しいごみ処理施設を建設
することは難しく、既存の施設を拡大させることも容易
ではない。河南モデルは、持続可能な視点から、経済性、
環境性、社会性の政策的な意味は、今後、韓国都市部の
生活ごみ処理施設の建設の普及にも大きな影響を及ぼ
すと考える。

こうした河南モデルは、分析の結果、環境にやさしく、
社会的にプラスの意味を持っているが、都市部に限定さ
れた地下の空間に、焼却施設とリサイクル施設、生ごみ
再資源化施設などの多様な設備を設置するため、初期投
資費用が高く、安定的な管理・運営できる業者も限定さ
れ、人材育成にも時間がかかる課題もある。河南地下廃
棄物処理施設の工事にかかるすべての初期費用を韓国
土地住宅公社（LH：公共機関）が負担しているが、施
設の初期費用に国の多額な税金が投入されても国民に
対する公共サービスとして環境と社会に与えるメリッ
トの方が多く、市は安定的に管理・運営し、清掃予算の
財政自立度も改善されている。また、地上の公園造成事
業は、施設の近隣住民の満足度を上げるなどの肯定的な
側面が大きいと考えられる。そのうえ、バイオガスなど
のエネルギー源を利用すれば、環境基礎施設と周辺地域
の施設にもエネルギー供給ができる。最後に、同施設の
周辺に人口が増え、処理するごみの量が増加しても、既
存の施設をさらに拡大させることは簡単ではないこと
である。同施設を建設するためには、綿密な調査と検討

の上で進める必要がある。
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注
1 環境基礎施設：各個別法において環境保全のために設置・運

営する汚染防止施設物で、国または地方自治体が運営・管理
する施設物（ごみ埋立地、ごみ焼却場、廃水処理場 : 廃水中
の有害物質を除去し、または回収し、所定の許容限界水質で
処理する装置を備えた施設、水再生センター : 生活下水を浄
水して川に流す施設、公園墓地、原発収去物管理施設 : 原子
力利用過程で発生した放射性廃棄物を永久処分する施設）

2 訪問先は、2019 年 12 月末、京機道河南市庁・資源循環課（河
南市環境基礎施設の担当部署、管理・運営）と「河南市環境
基礎施設」（河南市都市公社：委託・管理）」で、資料の提供
と各施設の担当責任者へのインタビュー調査を実施した。そ
の後、新型コロナウイルスの影響で再び韓国訪問ができな
かったため、同施設の担当者とのメールでのやりとりを行い、
追加の資料を求め、その資料に基づいて文献と共に分析した。

3 公共のために必要な事業であることは理解しているが、自分
の居住地域内で行なわれることは反対という住民の姿勢を揶
揄していわれる概念。

4 ソウル政策アーカイブの資料より
5 朴正漢、東野達、笠原三紀夫、李炳仁「韓国におけるごみ従

量制の現状と課題」（2003）【行政報告】 『韓国廃棄物学会誌』
Vol. 14、No.1 p.51

6 納付済証（バンド型ステッカー）を購入して生ごみ専用容器
のハンドルに巻いて排出する方法

7 RFID（Radio frequency identifier）：生ごみ管理システム
（https://www.citywaste.or.kr/main.do）

8 2020 年 11 月の外国為替市場の「韓国ウォン：日本円」の市
場相場

9 ソウル市は生ごみが減少した理由として、無線認識世帯別従
量器の普及、従量制封筒手数料の引き上げ、生ごみ堆肥化事
業などをあげている。（http ://mediahub .seoul .go .kr/
archives/1112526）最終アクセス日 2020/08/30

10 山田正人「日本とアジアと世界のごみ処理」（2018）『国立環
境研究所ニュース』　国立環境研究所 37 巻 4 号

11 韓国の EPR 制度：紙パック、ガラスびん、金属缶、プラスチッ
ク包装材、電池類、タイヤ、潤滑油、電子製品等 18 項目の
製品及び包装材に対して生産者にリサイクル責任を付与し、
デポジット金額の免除の代わりに目標に達していない部分に
対しては罰金を課す

12 済州日報　2019/09/30（http://www.jejunews.com/news/
articleView.html?idxno=2147541）

13 済州日報　2019/09/30（http://www.jejunews.com/news/
articleView.html?idxno=2147541）

14 国家統計ポータル（2019）: 首都圏人口：25,844,000 人（ソウ
ル特別市 9,662,000 人・仁川広域市 2,944,000 人・京畿道
13,238,000 人、地域内総生産（GRDP）：京畿道の経済活動別
地域内総生産（2017）：451,426,420（単位：百万ウォン）

15 河南（ハナム）日報　2018/12/19 （http://www.hanamilbo.

com/news/articleView.html?idxno=5204）
16 下水道原因者負担金：公共下水道基盤施設（下水管路、ポン

プ施設、下水終末処理施設）の拡充及び維持管理に要す費用
負担金、自治体が宅地開発など開発事業者に徴収した原因者
負担金（開発負担金）を公共下水道、または廃棄物処理施設
設置事業費として使用

17 半乾式脱硫装置：排ガスを消石灰スラリのミストと接触させ
て排ガス中の硫黄酸化物を半乾式で除去する半乾式脱硫装
置 , バグフィルタ：織布や不織布を用いて処理ガス中の煤塵
を濾過捕集する集じん装置、風力選別機：各種廃棄物の異物
除去・粒子径による選別を目的とした風力選別装置、選択触
媒還元脱硝装置：窒素酸化物を触媒により窒素分子 N2 と水
H2O に転換する装置

18 環境部「生ごみ廃棄物処理施設現況」（2019 年 4 月基準）
19 NEWSRO（2018/04/03）より
20 環境部、京畿道河南市・資源循環課のインタビュー・資料、

エンジニアリングデイリー　（2020/06/26）より（http://
www.engdaily.com/news/articleView.html?idxno=11807）

21 ごみ手数料従量制は、生活廃棄物排出者が従量制袋を購入、
使用することにより、ごみ排出量に応じてその収集 · 運搬処
理に要する費用を負担する制度。従量制物品の販売収入で、
全てをごみ処理費用に反映することは現実的に困難であるこ
とから、処理手数料中の排出者が従量制袋購入により負担す
る割合を自治体ごとに設定して反映させている。

22 過料の賦課基準：廃棄物管理法第 8 条第 1 項（違反廃棄物の
投棄禁止）、廃棄物管理法第 15 条第 1 項、第 2 項（違反排出
違反 · 混合排出等）

23 「ポグムジャリ住宅」とは公共事業として建てる中小型分譲
住宅と賃貸住宅を包括する新しい概念の住宅で、ソウルと首
都圏の中心地に周辺の実勢価格（土地の売買が成立した時の
価格）の 50 ～ 70% の分譲価格で供給する制度

24 京機 1 ニュース 2019/07/23（http://www.gyeonggi1news.
com/news/view.php?no=8756）

25 エンジニアリングデイリー　2020/06/26（http://www.
engdaily.com/news/articleView.html?idxno=11807）

26 河南地下複合処理施設の総事業費は 3,030 億ウォン（現在、
人口 30 万人未満都市）で、人口約 1,000 万人のソウル市民
が利用している4つの資源回収施設の建設費用の合計が3,931
億ウォン（付帯施設含む、処理容量：2.850 トン / 日）である。

27 エンジニアリングデイリー　（2020/06/26）より
28 パク・ヒジュ「EUの新循環経済実行計画の主な内容と示唆点」
（2020）『消費者政策動向』韓国消費者院　第 105 号

29 韓国では、ごみ減量化とごみ再資源化を成功するためには、
消費者の実践も重要であり、まだ議論はあるものの、エコバッ
クやマイカップ を持ち歩くことで使い捨てカップとミネラ
ルウォーターなどの使用を減らすなど日常的な個人の習慣の
変化と定着が重要であると考えて、韓国の消費者連盟は、消
費者のごみ収集の実態を把握するために「ごみ分別習慣に関
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する調査」を実施している。2019 年 11 月 6 日～ 10 日、全
国の成人男女 1,000 人を対象にオンラインアンケート調査の
結果、回答者 10 人中 8 人はごみ分別について「よくごみ分
別をやっている」と答えた。ごみ分別をして排出をする理由

（重複回答）については、「環境保護のため」という回答が 4.2
点（5 点満点）で最も高く、「政府のごみ処理費用削減」3.68
点、「政府の政策だから従う」3.42 点、「隣人の視線を意識し
て」2.78 点の順であった。
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